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貸　　　方�

（単位：千円）� （単位：千円）�

借　　　方�

【資産の部】�

１．有形固定資産�73,132,878 960,745

市民１人当り�
（単位：円）�

14,370,453 188,784

3,938,631 51,742

91,441,962 1,201,271

２．投資等�

３．流動資産�

資産合計�

【負債の部】�

１．固定負債� 33,334,146 437,910

市民１人当り�
（単位：円）�

2,377,429 31,232

35,711,575 469,142

２．流動負債�

負債合計�

【正味資産の部】�

１．国庫支出金�

２．都道府県支出金�

３．一般財源等�

正味資産合計�

負債・正味資産合計�

7,993,393 105,009

1,064,515 13,985

46,672,479 613,135

55,730,387 732,129

91,441,962 1,201,271

資産を形成するために借入れた
資金。将来（世代）負担しなけ
ればならないものです。�

市の借金で翌々年度以降
返済する予定の額等です。�

１と２は資産形成のため
に使われた国県支出金で
す。�

資産形成のために使われ
た市税などの一般財源で
す。�

財政調整基金や基準日現在に
おける現金、預金のほか市税
などの未収金です。�

つくばエクスプレスを運営す
る首都圏新都市鉄道（株）など
への出資金、貸付金や特定目
的基金です。�

市の借金で翌年度に返済
する予定の額です。�

資産（借方）形成のために
使われた金額の総称。下記
の3つに分類されます。�

将来にわたり行政サービ
スの資源となるもので、
市の財産です。�

道路、公園、学校、保育園などの建設費、用地取
得費のほか消防車両などの備品購入費です。用地
を除きそれぞれの施設に応じた減価償却を行って
います。�

914億4,196万2千円�914億4,196万2千円�914億4,196万2千円�
市の資産公開�市の資産公開�市の資産公開�

平成15年度� 普通会計バランスシート�
行政コスト計算書�
普通会計バランスシート�
行政コスト計算書�

作成の基本的な基準�作成の基本的な基準�
作成方法　いずれも総務省が平成13年3月にまとめた
作成マニュアル「地方公共団体の総合的な財政分析に
関する調査研究会報告書」に沿って作成しました。�
対象会計の範囲　普通会計※八潮市の普通会計とは、
一般会計と土地区画整理事業特別会計の一部です。�
作成基準日　平成16年3月31日�
出納整理期間（4月1日～5月31日）における出納につ
いては、基準日までに終了したものとして処理してい
ます。�
人口　平成15年度末住民基本台帳人口＋外国人登録者数�
76,121人を基準としています。�
（バランスシート中）固定・流動の基準�
固定　流動の区分は、一年基準としています。�
基礎数値�
バランスシート・昭和44年度以降の地方財政状況調査
表（決算統計）の数値等�
行政コスト計算書・平成15年度地方財政状況調査表（決
算統計）の数値及び歳入歳出決算書の数値等�
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（6）� 　今回のバランスシートは、平成１５年度末現在で八潮市にどれだけの資産や現金があ

るのか、またその資産はどのような財源で構成されているかを総括的に示したもので
す。行政コスト計算書は、行政サービスの中でも大きなウエイトを占めている人的・
給付サービスなどに年間どのくらいの経費がかかっているのかを示したものです。

■問 財政課�◯内 ３０６

　平成１５年度末の八潮市の普通会計の資産は、９１４億４，１９６万
２千円で市民１人当たりでは１２０万１，２７１円となっています。
これに対し負債は、３５７億１，１５７万５千円で市民１人当たりで
は４６万９，１４２円となっています。前年度と比較し、資産は７億
４，４８５万４千円（市民１人当たり１，３９９円）増加、負債は１９億
３，８５９万９千円（市民１人当たり２２，３４５円）増加しました。
　資産では、つくばエクスプレス建設のための首都圏新都市
鉄道㈱への出資金による投資の増や垳三郷線、柳之宮木曽根
線の整備による有形固定資産の増などが主な要因となってお
り、負債では、区画整理事業などのために借り入れた地方債に
よる固定負債の増が要因となっています。

　平成１５年度の八潮市行政コストの総額は、１９７億１，９００万円で市民１人当たり２５万９，０４６円
となっています。性質別に見ると、児童手当や生活保護などに使われる扶助費、他団体
への負担金・補助金などの「移転支出的なコスト」が３３．４パーセントを占め、次いで議員や職
員の人件費などの「人にかかるコスト」が３１．４パーセント、学校や図書館・公民館、庁舎を
維持するためなどに使われる「物にかかるコスト」が３０．２パーセントとなっています。
　収入合計は、１７８億２，９００万円で、市民１人当たり２３万４，２２３円となっています。

平平成成１１５５年年度度 行行政政ココスストト計計算算書書

前年度比較平成 14年度平成 15 年度
（百万円）総額（百万円）構成比（％）市民１人当たり（円）総額（百万円）
6225,96433.4 86,5236,586移転支出的なコスト

3661,99212.030,9742,358扶助費
△ 471,3046.416,5151,257補助費等
2932,51214.236,8572,805繰出金
101560.82,177166普通建設事業費（他団体等への補助金等）

8155,37031.481,2506,185人にかかるコスト
2565,70430.278,2985,960物にかかるコスト

△ 1393,15815.339,6573,019物件費
△ 1203481.13,003228維持補修費
5152,19813.835,6382,713減価償却費

△ 261,0145.012,975988その他のコスト ( 公債費利子など )
1,66718,052100.0259,04619,719合　　　　　計

前年度比較平成 14年度平成 15 年度
（百万円）総額（百万円）構成比（％）市民１人当たり（円）総額（百万円）
△ ７７２１5,２７５８１.３ １９０,52５１４,5０３一般財源

△ ３６９1２,８０４６９.７１６３,３５４１2,４３５地方税
△ ５０１９８６２.７6,３７４４８５地方交付税
９８１,４８５８.９２０,７９7１,５８３各種交付金等

３６９１,９８６１３.２３０,９４２２,３５５国庫（県）支出金
△ ３７1,0０８5.５12,７５６9７１使用料・手数料等

△ ４４０18,２６９100.02３４,２２３1７,８２９合　　　　　計

※　一般財源のうち各種交付金等には、地方譲与税・利子割交付金・地方消費税交付金・自動車取得税交
　　付金・地方特例交付金・交通安全対策特別交付金が含まれます。 

【行政コスト】

【収 入】

平平成成１１５５年年度度 普普通通会会計計ババラランンススシシーートト

　平成１６年第３回八潮市議会定例会において、平成１５年一般会計、特
別会計歳入歳出および水道事業会計の決算が承認されましたので、お
知らせします。　　　　　　　　　　　　　　　　■問 会計課�◯内 ２０８

収入率収入済額
予算現額区分

執行率支出済額

９９.８２４,３０５,８０５,９１５２４,３６２,９９１,０００一般会計 ９６.７２３,５６５,８８３,７５０
１００.１７,５０５,９４２,１１２７,５００,９８１,０００国民健康保険 ９８.９７,４２０,９９９,８３１
８４.０３,９０２,５６２,１６８４,６４７,８９５,５００公共下水道事業 ７９.６３,７０１,１１８,３３６
９５.２３,１９９,７５５,４５６３,３５９,８４１,０００老人保健 ９４.２３,１６３,８７６,７４１
４５.１３３,１０２,１８６７３,３３０,０００稲荷伊草第一土地区画

整理事業 ３４.９２５,５７８,５４８
９２.０１６６,７８６,９６９１８１,２９７,３８１稲荷伊草第二土地区画

整理事業 ４８.３８７,６３２,９６８
９７.６４７２,８６７,４１３４８４,６７０,９７６鶴ヶ曽根・二丁目土地

区画整理事業 ５３.９２６１,１７３,６１０
９７.０６７６,４４４,７７２６９７,５７３,０６０大瀬古新田土地

区画整理事業 ７３.８５１４,９６５,６４９
１００.０１８６,１０２,３９９１８６,０９５,０００西袋上馬場土地

区画整理事業 ６６.０１２２,９０４,５５７
９７.６２,１３１,８４８,１４２２,１８４,７８３,８８５八潮南部東一体型特定土地

区画整理事業 ８８.１１,９２５,５９１,０９７
９１.４１,６６０,７８６,２６３１,８１６,２７３,０００介護保険 ８９.３１,６２２,３０３,８４６

収入率収入済額
予算額区分

執行率支出済額

９６.５１,６９４,３３５,６４８１,７５５,４９２,０００収益的収入
９４.１１,６７８,３５５,７５６１,７８３,３８４,０００収益的支出
８１.０４００,２６７,２５０４９４,４０５,０００資本的収入
７３.１８１６,７８６,０８０１,１１６,８２９,０００資本的支出

（単位：円、％）

会計別決算総括表�平成平成15年度年度�会計別決算総括表�平成15年度�会計別決算総括表�

　行政コスト計算書では、収入合計を行政コストが上回り、収支は赤字となりました。
これは、国の地方財政対策に伴う影響等から地方債（臨時財政対策債）を発行し、不足分
は基金（貯金）を取り崩すなどしてまかなわれたことになります。前年度との比較では、
行政コストが１６億６，７００万円増加しているのに対し、収入は長引く景気の低迷の影響に
より地方税や地方交付税が減り、４億４，０００万円の減少となりました。このように八潮
市は、基金を取り崩して財政運営を行うなど、非常に厳しい状況に直面しています。

（単位：円、％）

一般会計および特別会計決算額

上水道事業決算額


